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抄録  

 
本研究は、肢体不自由特別支援学校教員への聞き取り調査、および、全国の障害者

スポーツセンターを対象とした質問紙調査等の結果から、肢体不自由児向けの運動・

スポーツプログラム作成における視点を抽出し、これらの視点を踏まえたプログラム

を作成・実施した上で、参加者への聞き取り調査を行い、抽出された視点からみた運

動プログラムの有効性及び新たな視点の可能性について検討することを目的とした。  
肢体不自由特別支援学校体育教員へのヒアリング調査からは、授業実施時のねらい

や目標設定に関して、「同単元異目標」という言葉に象徴されるように、同一種目を実

施したとしても、個々に達成目標を設定していることが明らかになった。また、純粋

な身体活動のみならず、視覚・聴覚・触覚等の多様な感覚を活用することの重要性が

示唆された。  
 また、障害者スポーツセンターへの質問紙調査からは、プログラム作成時の工夫、

課題に関して、プログラム作成時のアセスメントの重要性を指摘する記述がみられた

と同時に、プログラム実施時の「個」と「集団」のバランスへの配慮が多く指摘され

ていた。  
上記の各種調査から得られた視点をもとに、肢体不自由児を対象とした運動プログ

ラムを実施し、参加者から聞き取り調査を実施した。事前のアセスメントによって、

ある程度柔軟性のあるプログラム展開を行うことができたが、「同単元異目標」や「『個』

と『集団』のバランス」といった部分は十分に配慮することができず、運動量の不足

や一部プログラムの満足感の低下を招く結果となった。また分析を通して、新たに「ハ

ンディキャップの活用」という視点の重要性が示唆された。  
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Abstract 
 

This study aimed to develop an exercise program for children with disabilities. 
The implementation of physical education was examined through interviews with 
physical education teachers at special needs schools. Further, we conducted a 
questionnaire survey of sports centers for persons with disabilities, in which we 
asked about their exercise programs for children with disabilities. 
 The interviews revealed that it is difficult for teachers at special needs schools to 
teach physical education because the students’disabilities are severe and vary 
considerably. The teachers experienced particular difficulty in providing 
group-based guidance and selecting exercise programs. The results of the 
questionnaire survey showed that it is important to improve the staff ’s teaching 
skills and to develop programs appropriate for children with severe and varied 
disabilities. 

On the basis of the results, we developed and implemented an exercise program 
for children with disabilities. Interviews conducted after the program completion 
revealed that the children were satisfied with its content but not its momentum.  
These findings demonstrate the importance of developing an exercise program 
tailored to various disability levels and with flexible momentum, as well as the 
importance of considering ways to apply the handicap rule to children with 
disabilities in their physical activities. 
Key Words： special needs schools, physical education， sports centers for persons 

with disabilities， children with physically handicapped 
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１．はじめに 
2011 年度の笹川スポーツ研究助成において、全

国の肢体不自由特別支援学校教員への体育授業の

状況、意識に関する質問紙調査を実施し、児童・生

徒の障害の重度化、重複化に伴う種目選定およびグ

ループでの指導の困難性が看取された（松尾

ら,2011）。ほぼすべての肢体不自由特別支援学校に

重度・重複学級が設置されており、重度・重複学級

のみ設置されている学校もある中で、「どのような

種目を実施してよいかわからない」「適度な運動量

を確保することが難しい」といった指摘もあり、障

害程度や種別に応じたプログラムの開発、教員向け

の講習会の必要性、展開事例の情報提供やその共有

等、さまざまな課題が浮かび上がってきた。 
障害児の運動・スポーツプログラムの検討に関し

ては、その多くが知的障害児や発達障害児に焦点を

あてたものであり（山田・船橋,2012）（星・玉

村,2012）（加藤・安井,2013）、肢体不自由児を対象

としたものとして、松原ら（1991）があるが、運動・

スポーツプログラム構成や展開をする上での要素

や視点に関する検討はほとんどなされていない。 
 身体障害児の運動・スポーツプログラムの検討を

行うことは、障害児の体育授業および正課外活動の

充実、卒後の運動習慣の定着等に寄与するものと考

えられる。 
 また、障害児を対象に具体的な運動・スポーツプ

ログラムを展開している主な拠点として学校や障

害者スポーツセンターが挙げられる。そこで肢体不

自由児を対象としたプログラムがどのように展開

されているのか、それらのプログラムはどのような

点に主眼を置いて実施されているのか等について

明らかにすることで、障害児を対象とした運動・ス

ポーツプログラムの構成や展開をする上での要素

や視点が明らかになるものと考えられる。 
      
２．目的 
本研究では前述の基礎的研究を踏まえ、肢体不自

由特別支援学校教員への聞き取り調査、および、全

国の障害者スポーツセンターを対象とした質問紙

調査等の結果から、肢体不自由児向けの運動・スポ

ーツプログラム作成の視点を抽出する。その上で得

られた視点を踏まえて、運動プログラムを作成・試

行し、参加者への聞き取り調査を行うことで、抽出

された視点からみた運動プログラムの有効性及び、

抽出された視点以外の新たな視点の可能性につい

て検討することを目的とした。 
この目的を達成するために、以下の3つの調査を

実施した。 
１）肢体不自由特別支援学校体育教員への聞き取り 

調査 
２）全国の障害者スポーツセンターに対する質問紙 

調査 
３）肢体不自由児向け運動プログラムの作成と試行 

および参加者への聞き取り調査 
そこで、以下の記述においては、それぞれの項目

ごとにこの３つの調査に分けて記載することとす

る。 
 
３．方法 
１）肢体不自由特別支援学校体育教員へのヒアリン 

グ調査 
肢体不自由特別支援学校（5 校）の保健体育担当

教員7名に対して、それぞれ1時間程度、保健体育

授業および、正課外の運動・スポーツ活動に関する

聞き取り調査を実施した。調査は半構造化面接で、

調査対象者の許可を得て IC レコーダーに録音をし、

逐語の文章データを分析した。なお、E教師・F教

師・G教師（表１参照）への聞き取りは、それぞれ

20 分程度となっており、録音をせず調査者のメモ

をもとに分析を行った。 
 主な質問項目は下記のとおりである。 
・記入者属性（年齢、性別、教歴、スポーツ関連資 
格の有無） 

・担当授業の状況について（1週間あたりの授業数 
授業時の教員数、受講児童・生徒数、主な実施種 
目） 

・授業の目標設定、ねらい 
・正課外活動（クラブの有無、活動への参画状況） 
・授業実施時の留意点（障害程度、種別に応じた対 
応、声掛け等） 

 
２）全国の障害者スポーツセンターに対する質問紙 

調査 
全国の障害者専用および優先利用のスポーツ施

設を対象に、郵送法による質問紙調査を行った。送

付数、回収数および回収率は下記のとおりである。 
発送：114ヶ所（回収数：69件/回収率：60.5％） 
質問項目は以下のように設定した。 

 
・肢体不自由児を対象としたプログラムの実施有無 
・プログラムの参加人数、開催回数 
・具体的なプログラム内容 
・プログラムの指導体制（指導員、外部講師、ボラ 
ンティア、その他）、指導人数 

・プログラムの周知方法 
・プログラム作成時の参考資料の有無       
・プログラム実施時の課題（種目選択、参加者募集、 
ボランティア確保、その他） 
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３）肢体不自由児向け運動プログラムの作成と試行 

および参加者への聞き取り調査 
 肢体不自由児（車椅子を常用する児童・生徒を想

定）を対象としたプログラムを作成し、そのプログ

ラムを実施した上で、参加者に対して、プログラム

内容および運動量に関わる聞き取り調査を実施し

た。 
 
４．結果及び考察 
１）肢体不自由特別支援学校体育教員へのヒアリン 

グ調査 
 
（１）調査対象者属性 
 調査対象者の属性を表1に示した。 

担当学級については、7人中5人が「重度重複学

級」となっており、比較的障害程度の重い児童・生

徒を担当する回答者が多くなっている。なお、Ｅ教

師・Ｆ教師・Ｇ教師は普通学級・重度重複学級の兼

任となっているが、普通学級の生徒が少数のため、

ほぼすべての授業が重度重複学級のクラスとなっ

ている。 
 
（２）授業の実施種目および生徒の状況について 
 各校の体育授業における実施種目および、実施状

況について、関係する記述を一部抜粋する。 
＊引用部分は「」で記載し、それ以外の記述につい

ては文言を一部修正している。引用はすべて原文の

ままを掲載している。 
 
【Ａ教師】 
・1 年生 3 名、2・3 年生2 名と高等部の生徒3 名も 

合同で授業を行うことがある。 
・「ストレッチャーに乗っていて医学的な管理が必要 
な生徒や、全体に障害が重い生徒が多い。」 

・リズム体操、ムーブメント系の運動（パラバルー 
ン、サーキット運動等）、ボッチャ、トランポリン、 

マット運動（寝返り、柔軟体操）などを行っている。 

 

【Ｄ教師】 

・体調によって人数は変化するが、10 人前後で授 

業を行っている。 

・ほとんどの子どもたちがバギーやストレッチャー 

使用している。 

・1 学期は風船遊びとプールをやり、2 学期にはサ 

ーキット系の運動を考えている。 

例）三角マットをスクーターボードの上において、 

揺らしたりする。 

 

 以上の記述は担当学部の違いはあるものの、両校

とも重度重複学級での取り組みとなっており、具体

的な種目というよりも、体操やムーブメント系の運

動、サーキット運動等、体つくりや体ほぐしの運動

を中心に行われている。 

 続いて、普通学級での実施種目および実施状況に

ついてみていく。 

 

【Ｂ教師】 

 ・高校1 年生と３コース（知的代替の課程）が 14 人、 

高校2年生が10人、高校3年生が9人で、学年ご 

とに授業を行っている。 

 ・3 年生 9 人のうち、7 人が電動車椅子を使用してい 

て、他の学年は車椅子を自走できる子どもたちが 

多い。 

 ・陸上、水泳、マット、ハンドサッカー、ボッチャ、等 

の種目を中心に実施している。 

 

【Ｃ教師】 

・高校3年生の普通学級13名を担当している。電動 

車椅子を使用している生徒が多い。  

・基本的には学習指導要領に沿う形で、陸上（スラ 

ロームを含む）、投てき種目（ボッチャ、ビーンバッ 

ク投げ等）、水泳、球技（ハンドサッカーが中心）等 

を行っている。 

 

 両教員とも普通学級を担当しており、基本的には

学習指導要領に基づいた種目が実施されている。た

だし、球技の中でハンドサッカーや、投てき種目と

してボッチャを実施するなど、生徒の障害に応じた

種目選択も一部行われている。 

 
（３）授業実施時のねらい・目標設定について 
 体育授業実施時の各教員の目標設定および工夫

点に関する記述を一部抜粋する。 
 
【Ａ教師】 
 ・「本人の動きを最大限に使って何ができるかとい 

うことに重点を置いていて、ストレッチャーに乗っ 

ているような最重度の生徒であっても、（ボッチャ 

の場合）かろうじて動く指で少しでもボールをはじ 

くことができればそれでよしとしている。」 

A教師 東海 30 中学部 重度・重複 12（12）
B教師 関東 20 高等部 普通 5（5）
C教師 関東 20 中・高 普通 5（5）
D教師 近畿 30 小学部 重度・重複 16（2）

E教師 九州 20 中学部 普通・重度 8（8）＊講師
F教師 九州 20 中学部 普通・重度 4（4）＊講師
G教師 九州 20 高等部 普通・重度 5（2）＊講師

表１　調査対象者属性

＊E教師・F教師・G教師は同一校

担当学級地域 年代
担当学

部
教歴

（特支教歴）
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【Ｂ教師】 

 ・「同単元異目標というか、そういう形でやるほ 

うが、いいんじゃないかなあって。ある子に、こ 

のへんの目標でみんな近づけさせるっていうの 

だと、ある子はいいけどある子はできなくて、満 

足感が得られなくて、体育楽しくないってなっちゃ 

うと、嫌だなあと。なのでやっぱ自分の中で、ちょ 

っと上の目標というか、そういうものをちょっとず 

つ達成していって、その子なりの楽しみ方とか、 

動き方とか、満足感とか、そういうのが味わえて 

いけるといいのかなって。」 

 ・「卒業するまでにひとつは続けられるスポーツを 
持ってたらいいよねって。で、その、まあ動き 

云々じゃなくて、その、楽しいものとして、自分の 

やり方として、動き方として持ってたらいいよねっ 

ていうことで、で、そのために体育があるんだよ 

ねっていう。だから小学部からいろんなスポーツ 

を経験させて、どういうものが自分はできるのか 

なぁていうのが段々わかっていって、それから、 

これはやれるとか、そういうものを見つけていけ 

ればいいのかなぁ。 

 

【Ｄ教師】 

・「個々によって目標は違ってくると思うんですが、 

先生とのやり取りというコミュニケーションの部分 

と、体はどうやろ・・彼らが動ける範囲で動きを 

引き出すということになってくると思うんですよ 

ね。」 

 
 以上の3教員の言葉に共通するのは、個々の目標

設定が意識化されているという部分である。Ｂ教師

の「同単元異目標」という言葉に象徴されるように、

同一種目を行うとしても、評価は画一的なものとせ

ず、個々の達成目標を設定しているものと推察され

る。 
 一方で、普通学級、重度重複学級間の目標設定の

違いも一部みられる。Ａ教師、Ｄ教師は重度重複学

級を担当しているが、両教員とも種目に対する習熟

度や技術の向上よりも、生徒一人ひとりの動きを引

き出すということに主眼を置いている。また、Ｂ教

師の記述については、上述の両教員と同様に、個々

の目標設定の重要性が意識化されているが、同時に、

「卒業するまでにひとつは続けられるスポーツを

持ってたらいいよね」という言葉に象徴されるよう

に、生徒の体力向上や健康づくりのみならず、卒後

のスポーツ習慣の定着も意識化されている状況が

みられた。 
 

（４）授業実施時の課題・工夫点について 
 授業実施時の課題に関する記述を一部抜粋する。 
 
【Ａ教師】 
 ・パルスオキシネーター（酸素飽和度を測定する機 

器）を付けている子や、自発呼吸が弱く気管切開 

をしているような子どもがいる中で、正直なところ 

授業以前に、看護師等の医療関係者と連携を取り 

ながら、いかにその子たちが健康で安全に学校 

生活を送ってもらうかが重要であると思う。 

 

【Ｂ教師】 

 ・「健康面で問題のある子もいますし、できる回数 

の中で、だからいかにこう、効率のいい指導がで 

きるかっていうのは考えてますね。基本もう肢体 

不自由なので、反復はできないなと思っているん 

ですね。自分の中では。」 

 

【Ｆ教師】 

 ・体力向上や健康づくりを目標に授業を積み上げよ 

うとしても、欠席する生徒もおり、スムーズな授業 

展開が難しい。 

 

 上述のコメント以外にも、生徒の障害に起因する

継続的な取り組みの難しさが数多く指摘されてい

た。 

 前述のような、個々の目標達成や、生涯取り組め

る種目が見つけられるような授業展開といったそ

れぞれのねらいが達成できる前提として、生徒があ

る程度継続的に授業に取り組めることが必要であ

るが、生徒の障害や体力的な問題等によって、目標

へのアプローチが困難になるケースも多くみられ

ることが示唆された。 

 このような課題に対して、Ａ教師は以下のように

コメントしている。 

 

 「指導の工夫として、例えば自分のやった運動を 

振り返らせたりとか、言葉に置き換えさせたりと 

か、そういうことで定着をはかったりとか、で、言 

葉の指導じゃわかんないから、ちょっと感覚的な 

指導というか、触って動かしてとか、そういういろ 

んな言葉と感覚と、なんていうのかな・・いろんな 

感覚を使って、運動の仕方っていうのを定着させ 

てあげるといいのかなぁってていうふうに。回数 

こなせないので、いかに早く、上手くさせるかっ 

ていうのは、ちょっと考えてやっていきたいところ 

ですね。」 

 
 上述のように生徒一人ひとりにさまざまな運動
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図２肢体不自由児を参加対象としたスポーツ事業について

（実施予定を含む、複数回答） （ｎ＝６９）

スポーツ大会 2.0 2.6 3.7 4.5
スポーツ教室 5.4 16.7 71.5 73.6
スポーツイベント ― 2.4 4.6 5.6

表2　スポーツ事業の年間平均実施回数（参加対象別）

肢体不自
由児のみ

肢体不自
由児・者

全障害児・
者

障害の有
無を問わず

制限がある中で、聴覚や視覚、触覚等、さまざまな

感覚を上手く活用することで、運動頻度や活動量の

少なさを補おうとする発想は示唆に富むものであ

る。重度・重複学級を担当するＤ教師も、生徒がス

クーターボードに乗った状態で揺さぶることで、

「立ち直り反応とか平衡反応を引き出す」と述べて

おり、Ａ教師と同様の発想で、授業時に多様な刺激

を生徒に与えることを主眼に置いているものと推

察された。 
 肢体不自由児の運動・スポーツにおいては、障害

程度に個人差はあるものの、それぞれに何らかの運

動制限が生じることから、純粋な身体活動のみなら

ず、多様な感覚を活用することが重要であるといえ

よう。 
 
２）全国の障害者スポーツセンターに対する質問紙 

調査 
 

（１）障害者スポーツセンターの分類について 
 障害者スポーツセンターはその設置根拠によっ

て、「身体障害者福祉センター（Ａ型）」、「旧・勤労

身体障害者体育施設」、「旧・勤労身体障害者教養文

化体育施設（サン・アビリティーズ）」、上記3ヶ所

以外の「その他の施設」、以上の４つに部類するこ

とができる。 
 身体障害者福祉センター（Ａ型）は、建築面積

2,700 ㎡以上で、体育館、プール、機能訓練回復室

（トレーニング室）のほかに、会議室、研修室を備

えなければならないという設置基準が定められて

おり、体育館、プールの他にセンターごとに様々な

設備を備えた複合型施設で、全国に 36 カ所設置さ

れている。以上のＡ型センターを除く、他の3施設

（78 カ所）については、40 カ所が体育館のみ、プ

ールのみといった単独の施設のみをもつセンター

となっている（笹川スポーツ財団,2013）。 
 
（２）回答者の施設区分 
 回答者の施設区分を図1に示した。 

身体障害者福祉センターが33.3％と最も多く、以

下、旧・勤労身体障害者教養文化体育施設（29.0％）、

旧・勤労身体障害者体育施設（23.2％）、その他

（14.5％）となっており、この割合は全国の障害者

スポーツセンターの施設区分とほぼ同様となって

いる。 
 
（３）肢体不自由児を参加対象としたスポーツ事業 

の実施状況 
 肢体不自由児を対象とした各種スポーツ事業の

実施状況を図2に示した。 

28カ所（40.6％）のセンターが、肢体不自由児を

対象としたスポーツ事業は実施していないと回答

しており、実施している（実施予定の）センターに

ついては、スポーツ教室（56.5％）、スポーツイベ

ント（52.2％）、スポーツ大会（47.8％）という状

況であった。 
 非実施の 28 カ所の内訳を見ると、旧・勤労身体

障害者体育施設が9ヶ所、旧・勤労身体障害者教養

文化体育施設が 12 ヶ所となっており、両施設が大

多数を占めているが、これらの施設は、施設の貸し

出しのみを業務とし、主催事業を行わない施設が多

いことから、非実施の施設が多いものと考えられる。 
 
（４）各スポーツ事業の対象者別の実施状況 
 各スポーツ事業の対象者別の年間平均実施回数

を表2に示した。 

全体的な傾向を見ると、「スポーツ教室（巡回教

室を含む）」が最も実施頻度が高いことがわかる。

また、対象別で見ると、全障害児・者を対象とした

スポーツ教室（71.5 回）、障害の有無を問わず参加

可能なスポーツ教室（73.6回）が他の項目に比べて

225

SSFスポーツ政策研究 　第3巻1号



 

43.5% 

21.7% 

31.9% 

29.0% 

30.4% 

34.8% 

14.5% 

36.2% 

7.2% 

0 20 40 60

指導員のスキルアップ

ボランティアのスキルアップ

ボランティアの確保

参加者数の不足

参加者募集の方法

プログラム内容

施設の確保

参加者の活動継続

その他

図３ 教室実施時の課題について

（複数回答） （n＝69）

突出しており、障害種別を限定しない、もしくは障

害の有無を問わず参加できる教室が中心的に行わ

れていることが明らかとなった。 
 また、「スポーツ教室」の実施種目（複数回答）

について、肢体不自由児のみ、肢体不自由児・者に

関しては、同様の傾向がみられ、特定の種目ではな

く、体操やストレッチ、マットを使った活動、各種

レクリエーション等、体ほぐしや体つくりの活動が

多く行われている状況となっている。全障害児・者

を対象とした教室では、水中運動、ボッチャ、卓球、

バドミントン、フライングディスクが比較的多く実

施されている。 
 各教室の 1 回当たりの平均参加者数については、

肢体不自由児のみ（8.9人）、肢体不自由児・者（12.2
人）、全障害児・者（27.7 人）となっており、肢体

不自由児単独の教室における参加者は少数に留ま

っている。 
 
（５）スポーツ教室実施時の課題について 
 スポーツ教室実施時の課題について図3に示した。 

教室実施時の課題については、指導員のスキルア

ップ（43.5％）が最も多く指摘されていた。これは

プログラム内容（34.8％）にも関連するところであ

るが、スポーツ教室の多くが肢体不自由児のみを対

象とするのではなく、「全障害児・者」を対象とし

ており（表２参照）、異年齢でなおかつ多様な障害

をもつ参加者に応じたプログラム作成の困難性が

あるものと推察される。それに付随して、多様な参

加者を指導する指導員のスキルアップが意識化さ

れているものと考えられる。 
 また、指導員のスキルアップに次いで多かったの

は参加者の活動継続（36.2％）であるが、参加者数

の不足（29.0％）も含めて、背景にはセンターへの

移動の問題があるものと考えられる。送迎には保護

者やボランティア、ヘルパー等の協力が必要となり、

移動の都合で教室への参加を断念せざるを得ない

ケースもあるものと考えられる。また、センターが

都市部を中心に設置されており、地域によっては近

隣にセンターがなく、十分に参加者が集まらないと

いう状況も想定される。 
 
（６）プログラム作成時の工夫・課題について 
 スポーツ教室のプログラム作成時の工夫点、およ

び課題について（自由記述）、それぞれに共通する

のは、多様な障害、運動能力の差に対する対応の重

要性である。以下にプログラム作成時の工夫に関す

る回答を抜粋する。 
 
・ひとつの教室の中で、全体としてのプログラムと 

個々の子どもの障害の種類や程度等に合わせ

たプログラムを作成するようにしている。 

  ・参加者（肢体不自由の方）の運動範囲を事前に調 

べ、どの程度の運動が適しているかを判断し、プ 

ログラムを実施している。 

  ・障害の程度や現状を把握することを目的に、事 

前に申込書等に記入してもらう。 

 

 これらの記述からみえてくるのは、プログラム作

成前のアセスメントの重要性と、プログラム実施時

の「個」と「集団」のバランスへの配慮である。「個々

の子どもの障害の種類や程度等に合わせたプログ

ラムを作成している」という記述が数多く見られた

が、そこで重要と考えられるのは、上述のような事

前の参加者情報の把握である。年齢、障害種別・程

度、運動経験等、参加者の多様性の質を見極めた上

でプログラム作成を行っているものと推察される。 

 また、プログラム実施時には「個別の対応」「参

加者全体で楽しめるように」といった記述が多くみ

られ、個々に応じたプログラムに終始してしまうの

ではなく、参加者全体で楽しめるプログラムについ

ても配慮がなされているものと考えられる。 

 以上の工夫点に加えて、以下にプログラム作成時

の課題に関する回答を抜粋する。 

 

・申込書の基礎データのうち技術レベルや障がい 

について記載されていても、「どのように行う」か 

においては実際に行ってみないとわからないの 

で、プログラムの修正が必要。 

  ・個々の障害や身体の状況で、「できること」「でき 

ないこと」に大きな差があり、プログラムの内容 

や種目の選択に苦慮することがある。しかし、日 

ごろのリハビリや訓練が1対1 で行われることが 
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多いため、教室ではできるだけ参加者が「一緒に 

活動できるもの」を取り入れるようにしている。 

  

 以上の記述からは、前述の工夫点が一方では課題

でもあるという状況を読み取ることができる。工夫

点の部分では、事前に参加者情報を把握した上で、

プログラムを作成することが重要であるとされて

いたが、実際の指導場面では、プログラムを適宜修

正しなければならいないこともあると指摘されて

おり、指導者がどれだけ柔軟性をもって指導できる

かということが問われているといえよう。前節の

「教室実施時の課題」において指導者のスキルアッ

プが最上位になっていた背景には、このような指導

時の困難性があるものと考えられる。 
 また、プログラムの選定に関しては、「参加者が

『一緒に活動できるもの』を取り入れるようにして

いる」一方で、「『できること』」『できないこと』に

大きな差があり、プログラムの内容や種目の選択に

苦慮することがある」と述べられており、グループ

でのプログラムを優先したいと考えながらも、障害

が多様であるがゆえに葛藤が生じている状況も看

取された。 
 
３）肢体不自由児の運動・スポーツプログラム作成 

における視点 
 

 肢体不自由児を対象とした運動・スポーツプログ

ラム作成および実施にあたり、上記の調査から以下

の視点が抽出された。 
 
（１）アセスメント 
 参加者の年齢、性別、障害程度、種別等の基本情

報に加えて、スポーツ歴や現在の活動頻度等につい 
ても把握しておく。 
（２）同単元異目標 
 同一のプログラムを実施する場合に、参加者毎に

個別のねらいや目標を設定し、それぞれが達成感を

得られるような工夫をする。 
（３）多様な感覚の活用 
 ただ身体的な活動量の増加を目指すのではなく、

視覚や聴覚、触覚等、多様な感覚を活用したプログ

ラムを作成する。 
（４）プログラムの柔軟性 
 同一種目の実施において、多様な参加者が楽しめ

るように、用具やルールを可変性のある形で作成す

る。また、作成したプログラムどおりすべて実施す

るのではなく、参加者の取り組みや様子を見ながら、

適宜プログラムを修正していく。 
（５）「個」と「集団」のバランス 

 プログラム実施において、個別に指導する場面と

グループでの指導場面のバランスを念頭に置いて

指導を行う。 
 
４）肢体不自由児向け運動プログラムの作成と試行

および参加者への聞き取り調査 
 
（１）プログラムの概要 
 上記の各種調査をもとに、肢体不自由児を対象と

した運動プログラムを作成した。具体的なプログラ

ム内容は表3のとおりである。 
 

表3 車椅子運動プログラムの主な項目及び内容 

 
プログラム作成については、上述の抽出された視

点を踏まえた上で、まず基本となる車椅子運動プロ

グラムを検討し、競技用車椅子の説明、車椅子の操

作と留意点、車椅子運動遊び、ボールを用いたパ

ス・シュート練習、車椅子バスケットボールの簡易

ゲームという流れでプログラムを作成した。 
 
（２）体験教室の模様 
 2014年2月23日（日）に、Ｓ県の学校体育館で

上記プログラムを実施した。参加者の人数および内

訳は下記のとおりである。 
 
講師：2名（共同研究者） 
参加人数：合計17名 

【内訳】障害児（肢体不自由）：2名 
障害者（肢体不自由）：1名 
健常児：4名  
健常者：10名 

 
プログラムは全体を約 90 分間で構成し、体験会

終了後に、参加した障害児 2 名を対象に、10 分程

度のプログラムに関する聞き取りを行った。 
 車椅子操作、鬼ごっこ等のゲームについては、参

加者全員で同時に行ったが、パス、ドリブル、シュ

ートについては子ども・大人と2つのグループ分け

項 目 内 容 

スポーツ用車椅子の特色、操

作方法、留意点 

バンパーの有無、キャンバー角の有無、リ

アキャスター（転倒防止用補助輪）の有無

等/持ち点制、トラベリング等 

車椅子操作 
駆動方法（前進、後進、ストップ、ターン

等）、鬼ごっこ 

パス・ドリブル・シュート 

二人一組でのパス交換、グループごとに

円になってのパス交換、停止した状態で

のドリブル、ランニング中のドリブル、ラン

ニングシュート 

車椅子バスケットボールの簡

易ゲーム 

1 ゲーム（約5 分）×5 回           

＊子ども向けに通常ゴールに加え、ポート

ボールの形式を採用 

まとめ・振り返り  
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をし、健常児のうち3名は幼児、小学校低学年であ

ったため、バレーボールを使用し、子どもグループ

のシュート時には、ゴール下に鉄製のボールかごを

置き代用した。 
 簡易ゲームについては、大人対大人を2試合、子

ども対子どもを2試合、両者混合のゲームを1試合

行った。なお、子どもグループのゲームについては、

バスケットコートのハーフコートの広さで、ポート

ボール形式で実施した。 

 
（３）聞き取り調査の結果および考察 
 体験教室修了後に、下記の2名を対象に聞き取り

を実施した。回答者属性は下記のとおりである。 
 
Ａくん（小学5年生） 
障害：脳性まひ（車椅子を常用しているが、手すり

等につかまっての歩行は可能） 
運動経験：車椅子テニス（2年前から週2回程度）、

車椅子バスケットボール（2年前から月１・2回） 
 
Ｂくん（小学4年生） 
障害：先天性片大腿欠損（普段は義足を使用し、ス

ポーツ実施時のみ車椅子を使用） 
運動経験：車椅子テニス（1年前から週2回程度）、

車椅子バスケットボール（2年前から月１・2回） 
アンプティサッカー（月に1回） 
 
 プログラム前半の、車椅子操作、鬼ごっこについ

ては、「車椅子操作の基本をもう一度できたのでよ

かった」という声が聞かれた。これは、両者とも車

椅子テニスをやっており、そこでの基本動作を本プ

ログラムでもあらためてできたので良かったとい

う意味合いがあるのではないだろうか。 
 また、シュート・パス・ドリブル等のボール操作

については、特にシュートについてのコメント多く

挙げられていた。 
 
 【Ａくん】 

  「普通のバスケットのゴールだと、自分は（腕の＊ 

筆者注）力がなくて、下のゴールをだけ（を使った＊ 

筆者注）で、何回か普通のゴールを狙ってみたけ 

ど、（自分は＊筆者注）まだまだだと思った。」 

 

 シュートについてはＢくんもＡくんと同様のコメ

ントをしており、同じ子どもグループでは1名のみ

であるが、通常ゴールを使用する中学生がおり、そ

こを基準として、「自分はまだまだである」という

自己評価をしていたものと考えられる。Ａくんにつ

いては特に、聞き取り中は残念そうな表情を浮かべ

ていた。今回のように異年齢や障害の有無等、さま

ざまな参加者を対象としたプログラムにおいて、得

点やゴール方法、ボールや用具の設定等に代表され

る「ハンディキャップの活用」はプログラムの作成

において非常に重要な視点であると考えられる。 

 課題の難易度を下げ過ぎればプログラムの満足

感が減退し、逆に上げ過ぎれば劣等感を感じること

や、そのプログラムへの参加継続に影響を及ぼす可

能性があり、上述の教員調査や障害者スポーツセン

ター調査と同様に、設定したプログラムを対象者に

応じて柔軟に実施していく重要性が示唆された。 

また、車椅子バスケットボールのゲームについて

は、「みんなで協力しながら楽しくできた」という

コメントが両者から聞かれ、本プログラムのねらい

である、コミュニケーションや他者との協働といっ

た部分はある程度達成できたものと考えられる。 

続いて、プログラムの運動強度については、Ａく

ん、Ｂくんともに「きつくなかった」「普段から（車

椅子を使ったスポーツを＊筆者注）やっているか

ら」という声が聞かれた。プログラム中で一番運動

強度が高かったものは、車椅子操作、鬼ごっこであ

ると考えられるが、この部分は参加者全員で同様の

メニューを行ったため、定期的な運動習慣のある両

者にとっては物足りなかったものと考えられる。こ

ちらも教員調査、障害者スポーツセンター調査で挙

げられていた個とグループのプログラムをどのよ

うに織り交ぜていくかという課題が抽出される結

果となった。 

 
５．まとめ 
上記の３つの調査から得られた主な結果及び今

後の課題は以下のとおりである。 
 

１）肢体不自由特別支援学校体育教員へのヒアリン 
グ調査 

授業実施時のねらいや目標設定については、普通

学級、重度重複学級ともに「同単元異目標」という

言葉に象徴されるように、同一種目を実施したとし

ても、個々に達成目標を設定していることが明らか

になった。 
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また、授業時の課題については、両学級ともに、

生徒の障害や体力的な問題等によって、継続的な体

育の取り組みが難しく、個々の目標達成へのアプロ

ーチの困難性が指摘されていた。このような状況の

中で、生徒の聴覚や視覚、触覚等、さまざまな感覚

を上手く活用することで、運動頻度や活動量の少な

さを補おうとする取り組みについても述べられて

おり、純粋な身体活動のみならず、多様な感覚を活

用することの重要性が示唆された。 
 
２）全国の障害者スポーツセンターに対する質問紙 

調査 
 プログラム作成時の工夫・課題については、プロ

グラム作成時のアセスメントの重要性を指摘する

記述がみられたと同時に、プログラム実施時の「個」

と「集団」のバランスへの配慮が多く指摘されてお

り、年齢、障害程度、運動経験等を見極めた上でプ

ログラム作成を行っているものと推察された。一方

で、プログラムの選定に関しては、「『できること』」

『できないこと』に大きな差があり、プログラムの

内容や種目の選択に苦慮することがある」と述べら

れており、グループでのプログラムを優先したいと

考えながらも、障害が多様であるがゆえに葛藤が生

じている状況も看取された。 
 
３）肢体不自由児向け運動プログラムの作成およ 

び試行 
 上記の各種調査から得られた視点をもとに、肢体

不自由児を対象とした運動プログラムを作成し施

行した（表３参照）。そして、プログラム終了後に、

2名の肢体不自由児を対象に、プログラム内容及び

運動強度に関する聞き取り調査を行った。 
聞き取り調査の結果を、前述のプログラム作成時

の視点に照らし合わせ見ていくと、事前のアセスメ

ントによって、ある程度柔軟性のあるプログラム展

開を行うことができたが、「同単元異目標」や「『個』

と『集団』のバランス」といった部分は十分に配慮

することができず、運動量の不足や一部プログラム

の満足感の低下を招く結果となった。また分析を通

して、新たに「ハンディキャップの活用」という視

点の重要性が示唆された。 
 
４）今後の課題と展望 
 本研究によって、肢体不自由児を対象とした運

動・スポーツプログラム作成における視点として

「アセスメント」、「同単元異目標」、「多様な感覚の

活用」、「プログラムの柔軟性」、「『個』と『集団』

のバランス」、「ハンディキャップの活用」を抽出す

ることができた。 

 今後は、本研究で得られた知見である、プログラ

ム作成時の「アセスメント」や「同単元異目標」と

いった視点をより精緻化すると同時に、実践を積み

重ねていく中で、「プログラムの柔軟性」、「『個』と

『集団』のバランス」、「ハンディキャップの活用」

に留意したプログラムについて検討を進めていく

必要がある。 
 また、今回のプログラム実施においては、必ずし

も「多様な感覚の活用」という部分にアプローチす

ることができなかったが、今後は、障害児の身体感

覚を広げるプログラムや支援の在り方を検討する

必要があろう。 
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